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問 題
今日，心理や教育の研究や実践を進める過程にお
いて，統計的な処理は頻繁に登場する。例えば児童・
生徒の実態を把握するためにアンケートを行い，人
数（度数）や比率（％）を集計したり，テストを行っ
て平均値を求めたりすることは教育現場で日常的に
行われている。そして，そこで得た結果から一定の
傾向を読み取ったり，どの教授法が効果的かといっ
た検証を行うことも多い。しかし，そうした処理の
過程は統計学的な理論に支えられているのであり，
知識が無ければ，ときに誤った結果を導くこともあ
りうる。山口（2013）は，教育に関する研究には，
概して初歩的な，統計学的知識の欠落からくるミス
が多く，特に信頼性と妥当性の 2つの概念は，その
重要性がしばしば強調されるものの，その割には教
育評価の文脈の中で解説されることが少ないと指摘
している。
信頼性の高い，妥当な結論を導くためには，研究
法の理解と，統計的分析に関する理解の双方が必要
である。前者は前稿（山口ら，印刷中）に譲り，本
稿では統計的分析に焦点を当てる。
１．本学教職大学院における
研究報告書の概観
本学教職大学院の発足以来，これまでに提出され
た課題研究報告書を概観した。
対象は平成 21～25年度の課題研究報告書 59編
（学校運営コース 29編，児童生徒支援コース 30編）
である。このなかで，統計的内容（児童生徒や保護
者，教職員などを対象としたアンケートや学力テス
トなど，何らかのデータを自らもしくは共同で収集
し，それを分析または再分析しているもの。既存の
統計資料の引用は除く）を含む報告書の数とその概
要を表 1に示す。
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ア
ン
ケ
ー
ト
項
目
に
つ
い
て
、
4
月
と
10
月
の
2
時
点
間
の
比
較
(対
応
の
あ
る
t検
定
)、
尺
度
の
α
係
数
。
○
○
○
29
中
学
校
理
科
に
お
け
る
科
学
的
思
考
力
を
高
め
る
指
導
法
国
立
教
育
政
策
研
究
所
( 2
00
5)
を
元
に
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
(事
前
、
事
後
)
2
ク
ラ
ス
の
生
徒
( n
＝
56
)
事
前
、
事
後
に
お
け
る
度
数
の
比
較
(カ
イ
2
乗
検
定
、
残
差
分
析
)
国
立
教
育
政
策
研
究
所
の
結
果
と
の
比
較
(％
の
グ
ラ
フ
比
較
)
○
30
望
ま
し
い
人
間
関
係
を
育
て
る
学
級
活
動
振
り
返
り
の
ア
ン
ケ
ー
ト
1
ク
ラ
ス
の
児
童
( n
＝
32
)
度
数
の
比
較
31
学
習
内
容
の
系
統
性
を
踏
ま
え
た
小
学
校
理
科
の
学
習
指
導
①
授
業
の
事
前
、
事
後
に
お
け
る
ア
ン
ケ
ー
ト
。
国
立
教
育
政
策
研
究
所
( 2
00
7)
を
元
に
作
成
。
②
市
販
の
単
元
テ
ス
ト
い
ず
れ
も
第
5
学
年
( n
＝
12
8)
お
よ
び
第
6
学
年
( n
＝
13
0)
①
事
前
と
事
後
の
度
数
比
較
( F
ri
ed
m
an
検
定
を
し
て
い
る
が
検
定
統
計
量
等
は
不
明
)。
第
5
学
年
は
事
後
は
1
回
測
定
、
第
6
学
年
で
は
事
後
は
2
回
(単
元
別
に
)測
定
。
②
ク
ラ
ス
別
、
得
点
の
平
均
値
の
比
較
○
32
わ
か
る
授
業
に
よ
り
児
童
の
学
習
意
欲
を
高
め
る
社
会
科
学
習
指
導
①
授
業
の
事
前
、
事
後
の
ア
ン
ケ
ー
ト
②
児
童
の
振
り
返
り
の
自
由
記
述
①
、
②
と
も
に
1
ク
ラ
ス
の
児
童
( n
＝
27
)
①
度
数
の
比
較
、
事
前
と
事
後
の
比
較
グ
ラ
フ
②
記
述
内
容
を
分
類
し
、
度
数
の
比
較
33
高
学
年
児
童
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
育
成
す
る
指
導
の
工
夫
縦
割
り
班
活
動
の
実
施
状
況
県
内
全
小
学
校
( n
＝
20
5)
度
数
の
比
較
。
結
果
の
表
に
は
毛
利
( 2
00
2)
に
よ
る
全
国
調
査
の
結
果
を
併
記
。
34
協
同
的
に
遊
ぶ
姿
を
支
え
る
保
育
①
引
継
情
報
資
料
(情
動
、
認
知
等
の
発
達
状
況
)
②
ビ
デ
オ
分
析
に
よ
る
エ
ピ
ソ
ー
ド
形
態
(藤
崎
ら
19
85
)
①
5
歳
児
( n
＝
33
)
②
抽
出
児
①
抽
出
児
の
平
均
と
全
体
平
均
と
の
比
較
②
4、
6、
10
月
の
3
時
点
で
の
該
当
数
の
比
較
(ク
ロ
ス
表
)
○
35
英
語
で
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
進
ん
で
で
き
る
生
徒
の
育
成
C
R
T
―
Ⅱ
学
力
検
査
の
結
果
1
年
生
( n
＝
30
)
得
点
率
36
中
学
生
の
規
範
意
識
を
育
て
る
道
徳
の
時
間
①
授
業
の
事
前
ア
ン
ケ
ー
ト
②
授
業
ワ
ー
ク
シ
ー
ト
③
事
後
ア
ン
ケ
ー
ト
い
ず
れ
も
1
ク
ラ
ス
の
生
徒
( n
＝
40
)
①
度
数
の
比
較
。
場
面
ご
と
の
度
数
比
較
(グ
ラ
フ
)
②
事
前
ア
ン
ケ
ー
ト
と
、授
業
ワ
ー
ク
シ
ー
ト
と
の
間
の
度
数
の
比
較
(グ
ラ
フ
)
③
場
面
ご
と
に
、
事
前
・
事
後
間
の
度
数
比
較
。
M
cN
em
ar
検
定
の
有
意
確
率
の
み
表
示
37
小
学
校
国
語
科
に
お
け
る
「
読
む
こ
と
」
に
生
か
す
文
法
指
導
「
つ
な
ぎ
言
葉
」
に
関
す
る
新
井
( 2
00
4)
の
ア
ン
ケ
ー
ト
1
ク
ラ
ス
の
児
童
( n
＝
29
)
設
問
ご
と
の
正
答
率
を
事
前
、
事
後
の
2
時
点
で
比
較
。
38
小
学
校
体
育
科
に
お
け
る
ボ
ー
ル
運
動
技
能
の
向
上
授
業
の
事
前
ア
ン
ケ
ー
ト
1
ク
ラ
ス
の
児
童
( n
＝
33
)
度
数
の
比
較
。
39
式
、
計
算
の
意
味
理
解
を
深
め
る
算
数
科
指
導
法
①
事
前
ア
ン
ケ
ー
ト
②
市
販
の
単
元
テ
ス
ト
③
国
立
教
育
政
策
研
究
所
( 2
00
6)
の
「
計
算
に
関
す
る
力
式
や
計
算
の
意
味
を
理
解
す
る
こ
と
」
の
5
題
④
多
鹿
ら
( 2
00
9)
を
元
に
作
成
し
た
16
項
目
の
ア
ン
ケ
ー
ト
い
ず
れ
も
1
ク
ラ
ス
の
児
童
( n
＝
39
)
①
度
数
の
比
較
②
実
践
群
、
担
任
担
当
群
、
学
級
全
体
と
の
3
群
で
平
均
点
の
比
較
。
③
設
問
ご
と
に
、
上
記
3
群
お
よ
び
全
国
間
で
正
答
率
を
比
較
。
6
月
と
11
月
の
正
答
率
推
移
グ
ラ
フ
(実
践
ク
ラ
ス
)。
④
質
問
項
目
ご
と
に
分
析
。
い
ず
れ
も
実
践
ク
ラ
ス
と
担
任
ク
ラ
ス
と
の
そ
れ
ぞ
れ
に
お
い
て
、事
前
事
後
の
2
時
点
間
の
比
較
を
し
て
い
る
(対
応
の
あ
る
t検
定
)
○
○
40
論
理
的
に
思
考
す
る
た
め
の
言
葉
を
育
む
中
学
校
国
語
科
学
習
指
導
①
全
国
学
力
・
学
習
状
況
調
査
を
基
に
し
た
検
証
テ
ス
ト
②
古
典
お
よ
び
授
業
内
容
の
好
感
度
ア
ン
ケ
ー
ト
4
ク
ラ
ス
の
生
徒
( n
＝
13
3)
①
設
問
ご
と
に
全
国
と
対
象
校
そ
れ
ぞ
れ
の
反
応
率
、
お
よ
び
そ
の
差
②
度
数
(％
)、
お
よ
び
事
前
と
事
後
の
％
差
41
聾
学
校
に
お
け
る
発
達
障
害
的
特
性
を
考
慮
し
た
英
語
教
育
L
D
I―
R
抽
出
生
徒
( n
＝
3)
粗
点
合
計
、
グ
ラ
フ
を
含
む
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
表
を
掲
載
42
児
童
が
実
感
し
、
腑
に
落
ち
る
こ
と
を
目
標
と
す
る
小
学
校
社
会
科
群
馬
県
教
育
委
員
会
( 2
01
1)
「
ぐ
ん
ま
の
子
ど
も
の
基
礎
・
基
本
習
得
状
況
調
査
」
を
元
に
作
成
し
た
5
項
目
1
ク
ラ
ス
の
児
童
( n
＝
20
)
度
数
の
比
較
。
5
月
と
11
月
の
結
果
を
そ
れ
ぞ
れ
示
し
て
い
る
。
そ
の
差
に
つ
い
て
の
数
値
的
な
分
析
結
果
は
特
に
示
さ
れ
て
い
な
い
。
43
生
徒
の
自
治
的
能
力
を
高
め
る
特
別
活
動
の
取
組
①
日
常
の
係
活
動
に
関
す
る
自
己
評
価
8
項
目
②
文
化
祭
の
係
活
動
に
関
す
る
自
己
評
価
8
項
目
い
ず
れ
も
1
ク
ラ
ス
の
生
徒
( n
＝
21
)
①
項
目
ご
と
に
ク
ラ
ス
平
均
値
を
求
め
グ
ラ
フ
表
示
(数
値
な
し
)。
1
学
期
と
2
学
期
そ
れ
ぞ
れ
、
中
間
と
期
末
の
平
均
値
を
比
較
(グ
ラ
フ
)。
②
日
常
の
係
活
動
と
文
化
祭
の
係
活
動
の
差
の
比
較
(対
応
の
あ
る
t検
定
)
○
○
44
国
語
科
に
お
け
る
読
解
力
の
育
成
①
犬
塚
( 2
00
2)
な
ど
を
参
考
に
作
成
し
た
「
読
む
こ
と
」
に
つ
い
て
の
意
識
や
読
解
方
略
に
つ
い
て
の
17
項
目
②
N
R
T
を
参
考
に
作
成
し
た「
読
む
こ
と
」の
力
を
測
る
テ
ス
ト
い
ず
れ
も
1
ク
ラ
ス
の
生
徒
( n
＝
27
)
①
項
目
ご
と
に
、
4
月
～
12
月
の
5
時
点
に
お
け
る
平
均
値
の
推
移
を
検
討
(グ
ラ
フ
)。
分
散
分
析
を
行
っ
て
い
る
(統
計
量
の
表
記
な
し
)
②
対
象
校
と
全
国
と
の
正
答
率
比
較
。
○
45
支
え
合
う
学
級
集
団
を
目
指
し
て
①
事
後
の
保
護
者
ア
ン
ケ
ー
ト
(自
由
記
述
)
②
事
後
の
児
童
自
己
評
価
( 3
項
目
)
1
ク
ラ
ス
の
児
童
( n
＝
28
)の
児
童
お
よ
び
保
護
者
①
主
な
記
述
の
列
記
②
度
数
の
比
較
46
児
童
の
社
会
性
を
育
む
指
導
の
工
夫
①
小
学
生
用
SE
L
―
8S
(小
泉
ら
， 2
01
1)
②
「
で
き
て
ほ
し
い
こ
と
」
自
己
評
価
( 1
3
項
目
)
い
ず
れ
も
1
ク
ラ
ス
の
児
童
( n
＝
30
)
①
下
位
尺
度
ご
と
、
3
時
点
の
平
均
値
の
比
較
(分
散
分
析
お
よ
び
多
重
比
較
)
②
項
目
ご
と
、
2
時
点
の
平
均
値
の
比
較
(対
応
の
あ
る
t検
定
)
○
○
47
伝
え
合
う
力
を
育
て
る
中
学
校
国
語
の
学
習
指
導
①
安
永
( 2
00
6)
を
参
考
に
作
成
し
た
33
項
目
②
授
業
へ
の
取
り
組
み
ア
ン
ケ
ー
ト
い
ず
れ
も
1
学
年
3
ク
ラ
ス
の
生
徒
( n
＝
86
)
①
尺
度
ご
と
、
4
時
点
の
平
均
値
の
比
較
(グ
ラ
フ
)。
分
散
分
析
(統
計
量
の
表
記
な
し
)
②
度
数
の
比
較
○
48
食
領
域
の
基
礎
的
知
識
や
技
能
を
習
得
さ
せ
る
家
庭
科
指
導
法
「
ぐ
ん
ま
の
子
ど
も
の
基
礎
・
基
本
習
得
状
況
調
査
」
を
元
に
作
成
し
た
①
ア
ン
ケ
ー
ト
14
項
目
、
②
テ
ス
ト
問
題
9
題
い
ず
れ
も
4
ク
ラ
ス
の
生
徒
( n
＝
13
7)
①
度
数
の
比
較
(グ
ラ
フ
)、
お
よ
び
4
月
と
12
月
の
差
の
比
較
。
対
応
の
あ
る
t検
定
で
有
意
差
が
み
ら
れ
た
項
目
が
示
さ
れ
て
い
る
(統
計
量
の
表
記
な
し
)
②
当
該
校
と
全
県
と
の
間
で
正
答
率
の
比
較
○
＊
1
 
22
ま
で
が
運
営
、
23
以
降
が
支
援
コ
ー
ス
＊
2
報
告
書
題
目
の
う
ち
、
一
部
語
句
を
省
略
し
て
あ
る
＊
3
す
で
に
公
開
さ
れ
て
い
る
他
の
調
査
結
果
、
デ
ー
タ
等
を
単
に
引
用
し
た
も
の
は
除
外
し
た
＊
4
度
数
の
比
較
に
は
、
比
率
(％
)に
よ
る
も
の
も
含
む
＊
5
統
計
的
仮
説
検
定
の
結
果
が
示
さ
れ
て
い
る
も
の
＊
6
平
均
値
が
示
さ
れ
て
い
る
結
果
の
う
ち
、
標
準
偏
差
( S
D
)が
表
示
さ
れ
て
い
る
も
の
＊
7
平
均
値
が
示
さ
れ
て
い
る
結
果
の
う
ち
、
粗
デ
ー
タ
が
表
示
さ
れ
て
い
る
も
の
167
統計的内容を含む報告書の数は，59編中 48編
（81.4％），学校運営コース 22編（75.9％），児童生
徒支援コース 26編（86.7％）であり，およそ 8割の
報告書が何らかの統計的内容を含んでいた。
調査（測定）の対象は児童生徒，教職員，保護者
それぞれであるが，大別して 1回の調査による実態
把握と，繰り返し調査を行って継時的変化を検討す
るものとがみられる。対象者数（n）はばらつきが大
きいものの，多くが 10人以上のデータを確保してい
る。
統計的内容では，事例検討の 1編を除きほぼ全て
の報告書が人数など度数（％表示など，比率を含む）
を扱っており，平均値を扱うものは 12編であった。
平均とともに散布度も示しているものは 5編，粗
データが付属していて再分析可能なものは 2編で
あった。
統計的検定を用いたものは 9編あり，対応のある
t検定が 4件，繰り返しのある分散分析が 3件，χ?検
定が 2件であった。ただし，検定統計量が見当たら
ないなど情報が不足しているものも含まれた。多変
量解析を扱っているものはなかった。
以上のように，多くの報告が何らかのデータを収
集し，ある程度のデータ数を確保していて推測統計
的な処理も可能であるにも関わらず，多くが度数の
記述にとどまっているか，統計的処理や結果の表示
が不足していて物足りないものが少なくない。
この理由の一つとして，仮説検定に関わる統計リ
テラシー，なかでも具体的な分析手順や結果の表記
の仕方など実際的な知識が不足していることが考え
られる。例えば本学教職大学院で用いられる主要な
参考書の一つである佐藤ら（2013）をみると，教育
評価における統計学的知識の必要性についての理論
的な解説にかなりの紙幅が割かれている。読者は，
ここから実践研究において必要な統計処理の基本的
な考え方や注意点を知ることができるが，検定の仕
組みや手順，結果の書き方についてはあまり触れら
れていない。
しかし，少なくとも本学教職大学院において多く
の報告が統計的内容を含み，そのおよそ 2割は統計
的検定を用いている現状を踏まえれば，統計処理に
関するある程度具体的な解説を行うことは必要であ
ろう。その際に重要なのは，現職教員が負担なく活
用できるよう，実践的内容にポイントを絞ることで
あろう。
そこで本稿では，これまでの報告書で多く扱われ
てきた事前・事後測定のケースを念頭に，対応のあ
る t検定，1要因被験者内分散分析について，解説例
を示すこととした。
２．事前・事後の２時点の比較
実践をはさみ事前と事後とで，同じ項目のアン
ケートを行い，両者の差から実践の効果を示したい
場合を考える。以下の例は，小 3の 1クラス 30名を
対象に学級活動でコミュニケーションスキル訓練な
どの実践を行った結果の一部を改変したものである
（髙橋，2013）。項目は，担任が学級目標などを踏ま
えて独自に作成した「身につけて欲しい」ことであ
る。オリジナルは 13項目あるが，今回はうち 3項目
と，13項目の合計値のみ示す（付表 1）。
⑴ Excelの分析ツールでの分析
Excelで，1行目には変数名，2行目以下に 1行あ
たり 1名のデータを入力する。対応のある t検定で
は，事前と事後のデータが揃っていることが前提な
ので，欠席などどちらかが欠落している場合は事前
に除外する必要がある（今回は 1名分を除外）。
データ入力後，［ファイル］→［オプション］→［ア
ドイン］→［設定］で［有効なアドイン］の欄にあ
る［分析ツール］のチェックを入れて［OK］をクリッ
図２ Excelでのデータ入力例
168 音 山 若 穂・山 口 陽 弘
クする。この操作の後で［データ］タブをクリック
すると，右端に［データ分析］が表示されるのでク
リックする。今回使用するのは，分析ツールの中の
［t検定：一対の標本による平均の検定］である。
分析は，項目ごとに行う。変数 1の入力範囲に
「$F$1：$F$31」，変数 2の入力範囲に「$B$1：
$B$31」と入力またはマウスで範囲指定する。入力範
囲の第 1行目は「事前合計」「事後合計」のように変
数名（ラベル）なので，［ラベル］のチェックを入れ
る。他の欄は設定しなくてよい。以上で［OK］をク
リックする（図 3）。
結果を図 4に示す。事前・事後，それぞれ 13項目
の合計点の平均値が 4行目に示されている。
5行目「分散」（S?）は，ちらばりの大きさを示す
指標で，一人ひとり（i＝1,2,3,…,n）の値（X?）
が平均値（X¯）の近くに集まっていれば小さく，X?
がばらばらで，X¯から離れた値が多ければ大きくな
る。Nをデータ数とするとき，次式により求められ
る。
S?＝
N
Σ
i＝1
(X?－X¯)?
N－1
(2.1）
分散の平方根を取ったものが標準偏差（S,Standard
 
Deviation；SDとも略される）である。報告書等に結
果を記す際には，X¯だけでなく，S?ないし S も合わ
せて示すことが一般的である。
S＝ S? (2.2）
⑵ ?仮説平均との差異」と標本抽出
ところで，対応のある t検定においては，まず一人
ひとりについて事後と事前の差 D?を求める。事前の
値をA?，事後の値を B?として，
D?＝B?－A? (2.3）
としたとき，この D?の平均 D¯について考えてみる。
かりに事前と事後に差がなく，全員について
A?＝B?
であるなら，D¯＝0になる。例えば，特に工夫した授
業など行わず，同じクラスに単に 2度測定を行った
だけならば，D¯＝0となることが期待される。逆に言
えば，何か工夫した授業をしたとして，その効果を
示すためには，まず D¯＝0ではないことを確かめる
必要がある。このような場合は，「仮説平均との差異」
は 0（すなわち何も入力しなくてよい）である。
ところで，今回の例では，D¯＝6.40であり，平均し
てこれだけ事後の値が伸びている。ただし，ここか
ら授業の効果があったと直ちに言えるかというと，
必ずしもそうではない。実際には特に何も行わな
かったとしても，測定誤差もあったりして，全員に
ついてA?＝B?になるとは限らず，D¯＝0とならない
場合もありうるからである。そこで，D¯＝0であると
する仮説の真偽については，もう少し考えを進める
必要がある。
いま，ある大きな集団（例えば学校全体）のデー
タがあって，平均μ?，標準偏差σ?であるとする。こ
図３ 分析ツールの設定画面の入力例
図４ 分析ツールの分析結果
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の集団を母集団と呼ぶ。ここから，抽選で（無作為
に）n人分のデータを取り出すことを考える。選ばれ
た n人を標本と呼ぶ。そこでこの n人の平均，すな
わち標本平均 X¯を求める。
以上の作業を何度も繰り返すと，繰り返し数だけ
標本平均 X¯が得られる。標本に誰が選ばれるかは毎
回異なるだろうから，X¯にもちらばりが生じる。こ
のようにして多くの X¯を得たとき，その分布（X¯の
標本抽出分布と呼ばれる）にはどのような特徴があ
るのかを考えてみる。
X¯の分布の平均をμX¯，標準偏差をσX¯とすると，
母集団との間に以下の関係があることが知られてい
る。
μX¯＝μ? (2.4）
σX¯＝
σ?
n
(2.5）
さらに，母集団が正規分布であれば X¯もまた正規
分布であること，標本の大きさ（n）が大きければ，
（母集団の分布によらず）正規分布に近づいていく
ことが知られている（山内 2009；第 7章が分かりや
すい）。
⑶ 標準正規分布と確率
正規分布とは図 5のような分布であり，次式で定
義される。
Y＝
1
 
2πσ?
e－(x－μ)?/2σ? (2.6）
分布（山の形）はμとσで決まるが，μ＝0，σ＝
1とすると，分布はひとつに決まる。これを標準正規
分布と呼ぶ。
いま，ある集団テストを行ったとして，一人ひと
りの得点X?を次式により z?に変換する。
z?＝
X?－X¯
S
(2.7）
z?の平均は 0，標準偏差は 1である。z?は標準得点と
も呼ばれる。なお，これを以下の式により解釈しや
すくしたものが「偏差値」である。
偏差値＝10z＋50 (2.8）
統計法のテキストには，巻末に標準正規分布表が
掲載されており，分布の全体を 1としたとき，z?以上
もしくは z?以下にそれぞれどれだけの割合が含まれ
るのかを求めることができる。
たとえば受験者 10万人，平均 50，標準偏差 10の
全国テストがあったとする。このテストで 70点で
あった生徒 iについては，
z?＝
70－50
 
10
＝2.0 (2.9）
である。成績の分布が正規分布するとすれば，標準
正規分布表から，この生徒より上位には p＝0.0228
（2.28％），下位には p＝0.9772（97.22％）が含まれ
ることが分かる。すなわちこの生徒より上位の生徒
は約 2千人いる計算となる。
⑷ 帰無仮説と仮説の検定
元の例に戻ろう。いま，母集団Aから無作為に標
本抽出を繰り返し，X¯の分布を得たとして，μX¯＝
0.0，σX¯＝2.0であったとする。そこに，1つの標本
データ（標本 B）があり，その平均は 4.0であったと
する。標本 Bが母集団Aから抽出された標本である
と言えるかどうかを，統計的検定によって判断した
い（検定の考え方については多くの平易な解説書が
ある。例えば服部ら 1996，古谷野ら 1992など）。
この場合，まず「標本 Bは，母集団Aから無作為
に抽出された標本のひとつである」という仮説を立
てる。この仮説を帰無仮説（H?）と言う。この逆，
「標本 Bは，母集団Aから無作為に抽出された標本
図５ 正規分布と z
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のひとつではない」は対立仮説（H?）と呼ばれる。
標本抽出分布は正規分布とみなせるはずであるか
ら，かりにH?が正しいなら，標本 Bの平均を次式に
より変換し
z＝
X¯－μX¯
σX¯
＝ 4.0
－0.0
 
2.0
＝2.0 (2.10）
標準正規分布表から，4.0以上の平均をもつ標本が出
現する確率を求めることができる。結果は p＝.0228
であり，「標本 Bは，母集団Aから無作為に抽出され
た標本のひとつである」（つまり，H?が真）と考える
には，この確率はきわめて小さい。
統計的検定では，あらかじめこの確率に一定の水
準を設け，その水準以下であれば，H?を棄却する。
この水準を有意水準（α）と呼び，一般にα＝0.05ま
たはα＝0.01のように低い値に設定する。
X¯のばらつきは，μX¯からみて正の方向と負の方向
の双方が考えられるので，実際にはαを 1/2ずつ正
負双方に振り分ける。これを両側検定と呼ぶ。αを
振り分けない片側検定という手法もあるが，両側検
定のほうが一般に考えやすい。
元に戻って，今回の例題について考えてみる。ま
ず，帰無仮説は「事前と事後とに差はない（D¯＝0）」
とする。すなわち，D¯はμ?＝0である母集団から無
作為抽出された標本平均であると考える。
そこで検定を行いたいが，そもそも標本は 1つ（1
クラス分の結果）しかなく，何度も調査を行ったわ
けではないので，σX¯が分からない。母集団（たとえ
ば小 3児童全体）の分散σ?が分かれば，（3.2）式か
らσX¯を求めることができるが，これも分からないた
め，結局 zが計算できず，上述の手順が使えない。
このような場合，zに代わって，ステューデントの
tという統計量を用いる方法が知られている。tは，
σ?の代わりに，sを用いる。μ?＝μ?＝0であるから，
t＝
D¯－μ?
S D¯
＝ D¯
－0 S D¯
(2.11）
ただし，
S D¯＝
SD
 
n
(2.12）
SDは Dの標準偏差である。
tを求めると，図 4の 10行目の値に相当する。
t＝
6.400－0
 
6.851/ 30
＝5.117 (2.13）
tも同様に，統計法のテキストの巻末に表が掲載
されている。ただし tから確率を求めるには，次式に
よって求められる自由度 df の値が必要である。
df＝n－1＝30－1＝29 (2.14）
nは Dのデータ数，すなわち事前・事後のデータが
揃っているものの数（今回は 30）である。
確率値は図 4の 13行目，「P(T＜＝t）両側」の欄
に示されている。この値がα以下であれば，H?は棄
却される。α＝0.05とすると，今回は p＜0.05であり
H?棄却である。すなわち，今回の標本は，平均 D¯が
0から大きく（プラス方向に）離れていて，μ＝0の
母集団から無作為抽出された標本とは考え難いとい
うのである。つまり，「事前と事後とに差はない」と
いう仮説は棄却されたことになり，結果的に「何ら
かの差がある」ことになる。これが「統計的に有意
差がある」という状態であり，その理由の一つに授
業実践の効果が関与していることが示唆されるので
ある。
⑸ 結果のまとめかた
結果のまとめ方の例を表 2に示す。表 2では，全
項目合計に続き，下位項目 1～ 3も同様に分析し，
一覧表にまとめている。
事前と事後それぞれの平均と SDが示されている
が，検定ではこれらの差（例えば全項目合計では
37.86と 44.89の差）ではなく，一人ひとりについて
Dを求めて分析している点に注意が必要である。し
たがって，表 2には，D¯と（2.12）式で求められる標
準誤差 S D¯（Standard Error；SE）を示した。D¯を S
 
D¯で除したものが tであるから，ここでは SDの代わ
りに表示した。tともに，df と pを合わせて表示す
171小中学校教員の抱える問題解決を目的とした統計リテラシー教育の提案
る。pは図 4の 13行目の値だが，指数表示なので「セ
ルの書式設定」で数値を選び，小数点以下の桁数を
適宜設定するとよい。Pには，有意差の有無を見分
けやすくするために印をつけてある。p＜0.05の場
合に「＊」，p＜0.01の場合に「＊＊」とすることが
多いようである。ただし，pが小さいからといって，
効果の大きさが大きいとは限らないので注意が必要
である（鋤柄，2002；p.106）。
⑹ SPSSによる方法
［ファイル］→［開く］→［データ］に進み，［ファ
イルの種類］を「Excel」に指定することで，excelデー
タを SPSSに読み込める。なお，SPSSでは欠損値が
あっても分析から自動的に除外されるので，入力段
階で省く必要は必ずしもない。
読み込み後，［分析］→［平均の比較］→［対応の
あるサンプルの t検定］に進み，［対応のある変数］
に分析対象変数を指定し［OK］をクリックする（図
6）。
出力結果のうち「対応サンプルの検定」の一番右
にある「有意確率（両側）」の値が，α（0.05または
0.01）以下であれば「有意差あり」である（図 7）。
３．３時点以上の比較
1要因被験者内分散分析を用いる。以下の例は，前
述の児童たちを対象に，SEL-8Sを 3時点（t?～t?）
で測定した結果のうち「対人関係」である（付表 2）。
⑴ Excelの分析ツールでの分析
［データ分析］→［分散分析：繰り返しのない二
元配置］を選ぶ。入力範囲に「$A$1：$D$32」と入
表２ ?身に着けてほしいこと」の事前・事後比較
質問項目
事前(A)
平均 SD
事前(B)
平均 SD
差 D
(D＝B－A)
SE  t  df  p
全項目合計 38.20  6.96  44.60  5.89  6.40  1.251  5.117  29  0.000
 
1聞いている人を見て、話
すことができましたか 3.13  0.82  3.50  0.68  0.37  0.189  1.943  29  0.062 
2相手にきこえる声で話す
ことができましたか 3.70  0.60  3.57  0.82 -0.13  0.150 -0.891  29  0.380 
3相手に話すときに、笑顔
で話すことができました
か
2.80  1.03  3.50  0.82  0.70  0.236  2.971  29  0.006
（以下略）
図６ SPSS「対応のあるサンプルの t検定」設定例
対応サンプルの検定
対応サンプルの差
平均値 標準偏差 平均値の標準誤差
差の 95％信頼区間
下限 上限
t値 自由度 有意確率（両側）
ペア 1
事後合計―事前合計 6.400  6.851  1.251  3.842  8.958  5.117  29 .000
図７ SPSSでの対応のある t検定の出力
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力またはマウスで範囲指定する。［ラベル］のチェッ
クを入れ［OK］をクリックする（図 8）。
結果を図 9に示す。出力のうち重要なのは「分散
分析表」である。
⑵ 結果の解釈とまとめ方
まず，変動欄から見ていく。47行目の「合計」の
変動（全平方和とも言う）は，次式で求められる。
SSt＝Σ
j
Σ
i
(X y?－T¯)? (3.1）
T¯ は，3時点を込みにした全てのデータ（31（人）×
3（回）＝93（件）のデータ）の平均で，本例では T¯＝
10.118である。なお，SStを自由度 df＝92で除した
ものが，全データの分散 S?であり，（2.1）式に一致
する。
「行」の変動は次式で求められる。
SSs＝Σ
i
 n?(S¯?－T¯)? (3.2）
n?は時点の数，S¯?は 3時点を込みにした i番目の被
験者（児童）の平均である。例えば児童 1について
みると
n?(S¯?－T¯)?＝3(6.667－10.118) (3.3）
となる。同様に全員分を計算し，総和を求めたもの
が SSsである。これは個人差が大きいほど，すなわ
ち時点の差を無視したときに，T¯ を基準として S¯?の
ちらばりが大きいほど，大となる。
なお，SSsの自由度 df?は，被験者数を n?として次
式で求められる。
df?＝n?－1 (3.4）
今回は 31人であるので df?＝31－1＝30となる。
「列」の変動は，
SS A＝Σ
j
 n?(A¯j－T¯)? (3.5）
で得られる。n?は被験者数，A¯jは全被験者を込みにし
た j時点の平均である。例えば時点 1では
n?(A¯j－T¯)?＝31(9.484－10.118)
であり，他の 2時点についても同様に求めたものを
合計すると SS Aが得られる。これは，時点間の差が大
きいほど，すなわち個人差を無視したときに，T¯ を
基準として A¯jの差が大きいほど，大となる。
なお，SS Aの自由度 df Aは，時点の数を n?として次
式で求められる。
df A＝n?－1 (3.6）
今回は 3時点であるので df A＝3－1＝2となる
「誤差」（残差とも呼ぶ）の変動はこの場合，3時点
を込みにした各被験者の平均AS iのまわりの変動
（個人内変動）を表す。誤差は，個人差としても，
時点間の差としても説明されない残りの変動を示す
ものである。
SSw＝Σ
j
Σ
i
(X y?－S¯?)? (3.7）
そして，3つの変動には以下の関係がある。
SS?＝SSS＋SSA＋SSW (3.8）
自由度についても同様の関係がある。
図８ 分析ツールの設定画面の入力例
図９ Excelで出力される分散分析表
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df?＝df S＋df A＋df W (3.9）
いま，分析の目的は時点間の差であるから，注目
すべきは「列」の変動である。「列」の変動（SSA）
を自由度で除したものが分散（または平均平方，
Mean Square；MS）であり，「列」の分散MSAを「誤
差」の分散MSWで除したものが「列」における「観
測された分散比」Fになる。
F＝
MSA
 
MSW
(3.10）
MSAは時点間の差であり，MSWは誤差であるから，
H?が真であれば，Fの値は大となる。つまり Fの値
が大きいほど，時点間の効果は偶然生じたものでは
ないという確率が高まると考えることができる。効
果が全くないならば，F＝1となる。
そこで，Fの値に一定の基準を設け，その値以上
であれば，H?を棄却する。pは，H?のもとで，この
Fが得られる確率を示している。この値がα以下で
あれば，「有意差あり」と判断することになる。
以上のように，この分析では，被験者の効果を除
外した上で，測定時点の効果のみを分析していると
いう特徴がある。すなわち「行」については Fを求
める必要はない。そこで，分散分析表は表 3のよう
に書き直すとよい。
⑶ SPSSによる方法
［分析］→［一般線形モデル］→［反復測定］を
選ぶ（図 10）。［反復測定の因子の定義］では，［水準
数］に，測定時点の数（本例では 3）を入力し［追加］
をクリックする（図 11）。
［反復測定］ウインドウでは，［被験者内変数］に分
析したい変数（時点 1，時点 2，時点 3）を指定し，
［オプション］をクリックする（図 12）。
［平均値の表示］欄に「factor1」を指定し，［主効果
の比較］にチェックを入れ，［信頼区間の調整］を選
ぶ（この場合は，Bonferroniを選んでいる；図 13）。
［続行］→［OK］で出力が表示される。
SPSSの出力は，Excelの出力（図 9）と大きく異な
り，いくつかの表から値を拾って，分散分析表を完
成させる必要がある。分散分析表（表 3）に対応する
SPSSの出力は，被験者間（個人差）が図 14の①，
表３ ?対人関係」の分散分析表
分散分析表
変動要因 SS  df  MS  F  P
被験者間（個人差） 193.53  30  6.451  7.590  0.000
被験者内（時点） 20.67  2  10.333  12.157  0.000
誤 差（残差） 51.00  60  0.850
合 計 265.20  92
図10 SPSSによる 1要因被験者内分散分析
図11 反復測定の因子の定義
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被験者内（測定時点）が図 15の②，残差が③である。
全体の平方和と自由度は出力されない。（3.8）式と
（3.9）式から自分で計算する必要がある。
⑷ 区間推定とグラフ
SPSSでは区間推定（95％信頼区間）の結果も表示
されるので（図 16），結果にも含めておくとよい。
95％信頼区間は，次式で表すことができる。
CL＝X¯±t・S X¯ (3.11）
で求めることができる。この場合，df＝30，α＝0.05
の両側検定の tの値，t＝2.042を利用する（統計法の
テキストの巻末を参照），例えば「時点 1」の CLは
CL＝9.484－2.042×0.334＝8.802
 
CL＝9.484＋2.042×0.334＝10.166
となる。この 2つの値の範囲に，母集団の平均値μ
が 95％の確からしさで含まれることが示されてい
る。
この値は，ひとつの標本（例えば今回測定した 1ク
ラス 31人）から母集団（小 3全体など）の様子を推
定するひとつの目安になる。
この場合，このクラスの平均は 9.484であったが，
母集団の平均は 8.802から 10.166のどこかに含まれ
ると推定される。つまり，このくらいの幅を持たせ
て解釈しておいたほうがよいということでもある。
図 17は，平均値の推移グラフに，95％信頼区間と，
多重比較の結果を合わせて表示したものである。
⑸ 多重比較
「ペアごとの比較」から，3時点間のどこに有意な
差があるのかを検討することができる（図 18）。
3時点以上の場合，2時点ごとに対応のある t検定
を行うことは望ましくないと言われている（永田ら，
1997）。例えば，3時点では全部で 3つのペア比較を
行いうるが，α＝0.05で対応のある t検定を行うと
き，H?が真のとき正しくH?を採択する確率，すなわ
図12 反復測定
図13 反復測定のオプション
被験者間効果の検定
測定変数名：MEASURE 1...
タイプⅢ平方
切 片 9521.301  1  9521.301  1475.925  0.000
誤 差 193.532  30  6.451
①
図14 被験者間効果の検定
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ち“間違わずに検定する確率”は
P＝1－α＝1－0.05＝0.95
であるから，これを 3ペア分行うとすると，3つとも
間違わずに検定する確率は
P’＝0.95×0.95×0.95＝0.857
となる。つまり，3つのペア比較のうち少なくとも 1
つは間違う確率は
P＝1－0.857＝0.142
となり，当初設定したα＝0.05を超えてしまうこと
になる。
そこで，1回あたりの有意水準を調整し，全体とし
て当初設定した有意水準αを超えないように調整
する。Bonferroni法では，有意水準αをペア比較の
数で割る。今回は 3つの対比較を行うから
被験者内効果の検定
測定変数名：MEASURE 1
ソース タイプⅢ平方和 自由度 平均平方 F値 有意確率
factor 1 球面性の仮定 20.667  2  10.333  12.157  0.000②
Greenhouse-Geisser  20.667  1.995  10.360  12.157  0.000
 
Huynh-Feldt  20.667  2.000  10.333  12.157  0.000
下限 20.667  1.000  20.667  12.157  0.002
誤差（factor 1） 球面性の仮定 51.000  60  0.850③
Greenhouse-Geisser  51.000  59.845  0.852
 
Huynh-Feldt  51.000  60.000  0.850
下限 51.000  30.000  1.700
図15 被験者内効果の検定
推定値
測定変数名：MEASURE 1
 
factor 1 平均値 標準誤差
95％信頼区間
下限 上限
1  9.484  0.334  8.802  10.166
 
2  10.613  0.284  10.033  11.192
 
3  10.258  0.266  9.714  10.802
図16 95％信頼区間
図17 平均値のグラフ
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α＝0.05／3＝0.0167
としてそれぞれのペア比較を行う。
図 17「平均値の差」＊印がついているペアは，「有
意差がある」ことを表している。今回は「時点 1」と
「時点 2」，「時点 1」と「時点 3」の間に有意差があ
ることが分かる。
⑹ 基礎的なデータを示すことの必要性
分散分析の結果は分散分析表によって表すのが原
則であるが，変数が多い場合には，表 4のように F
および有意差の有無のみを要約して掲載することも
ある。この場合，平均値や SD，データ数など基礎統
計量や，検定の方法や df，可能なら粗データ（匿名
化された数値データ）についても，本文や付表など，
報告書のどこかに含めておくことが望ましい。
近年，有意差だけでなく，効果の大きさ（効果量）
や区間推定の結果も求められることがある（APA，
2009；大久保ら，2012など）。専門的な内容となるの
で本論では省くが，こうした統計量が求められなく
とも，あとで読者が報告されている情報を元にして
再計算できるよう，必要なデータは残しておくこと
が望ましい。
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付表１ ?事前・事後の 2時点の比較」のデータ
№ 事前合計 事前 1 事前 2 事前 3 事後合計 事後 1 事後 2 事後 3
 
1  27  3  4  3  45  3  4  4
 
2  36  4  4  4  47  4  4  4
 
3  40  4  4  4  42  3  4  3
 
4  37  3  4  2  41  4  4  2
 
5  42  3  4  2  51  4  4  4
 
6  37  3  4  1  45  3  3  4
 
7  41  3  4  3  39  3  4  2
 
8  38  4  4  3  46  3  4  4
 
9  25  2  2  2  41  3  4  4
 
10  37  1  2  3  44  4  3  4
 
11  45  3  3  4  42  4  2  4
 
12  28  2  3  2  30  3  4  3
 
13  50  4  4  4  50  4  4  4
 
14  42  3  3  3  31  1  1  1
 
15  46  4  4  4  49  4  3  4
 
16  49  4  4  4  49  4  4  4
 
17  48  4  4  4  52  4  4  4
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19  38  3  4  3  46  3  4  3
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21  42  4  4  3  46  3  4  4
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23  40  4  4  3  52  4  4  4
 
24  35  2  4  1  47  4  4  4
 
25  39  4  4  3  49  4  4  3
 
26  33  3  4  2  49  4  4  4
 
27  27  3  3  2  38  3  2  3
 
28  44  2  4  4  43  4  4  3
 
29  26  2  3  1  45  4  4  4
 
30  39  3  4  2  39  3  2  2
＊ Excelに入力すると，セル範囲はA1から I31までになる。
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付表２ ?3時点以上の比較」のデータ
№ 時点 1 時点 2 時点 3
 
1  6  6  8
 
2  6  11  9
 
3  11  11  9
 
4  8  12  11
 
5  10  12  12
 
6  11  10  11
 
7  9  10  9
 
8  10  12  9
 
9  8  10  8
 
10  12  12  12
 
11  10  10  12
 
12  7  8  10
 
13  9  12  11
 
14  12  12  12
 
15  7  7.5  8
 
16  12  12  12
 
17  10  11  11
 
18  11  12  12
 
19  12  12  12
 
20  12  12  11
 
21  9  10  8
 
22  7  9  9
 
23  11  12  12
 
24  12  12  11
 
25  8  9  8
 
26  10  12  10
 
27  10  11  12
 
28  8  9  10
 
29  9  9.5  10
 
30  8  10  10
 
31  9  11  9
＊ Excelに入力すると，セル範囲はA1
から D32までになる。
179小中学校教員の抱える問題解決を目的とした統計リテラシー教育の提案
